
 
中期計画の達成に向け、業務全体が優れた達成状況にある。 

 

○  高く評価すべき事項 

・ 東京都立産業技術研究センター(以下「都産技研」という。)は、研究開

発と技術支援の両面から様々な支援を展開することで、各目標値の達成や

中小企業の製品化等に貢献しており評価できる。 

 

・ 東京都の施策とも連携して「ロボット産業活性化事業」や「中小企業へ

のＩｏＴ化支援事業」等に取り組み、中小企業のロボット、ＩｏＴ関連製

品の開発支援で実績を上げていることは評価できる。 

 

・ 研究開発については、今後の成長が期待される重点技術分野の研究開発

を進めることで、共同研究等への発展といった成果を出している。また、

都産技研の総合力を生かした「協創的研究開発」を実施するなど、研究開

発力の強化に向けた取組を行っており高く評価できる。  

 

・ 技術支援については、技術相談、依頼試験、機器利用ともに目標値を上

回る実績を達成している。また、ブランド試験の技術分野の拡大による質

的な向上に加え、各セクターの特色を生かし、中小企業のニーズに即した

きめ細かな支援を展開しており評価できる。 

 

○  改善・充実を求める事項 

・ 新型コロナウイルス感染症を契機として、非対面による支援の必要性が 

  増していることから、今後も前例にとらわれずＩＣＴ技術を活用した支

援の検討が望まれる。 

 

・ 都産技研の経営管理に関する包括外部監査の指摘等を踏まえて、業務運

営における改善を実施し、職員のコンプライアンス遵守等に確実に取り組

むことを期待する。 
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総 評  
 

第三期中期計画の４年目までの実施状況から見て、業務全体が優れた達成

状況にある。 

５年目となる令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、感染拡大防止のため、４月から来所による技術相談や依頼試験、機器

利用の新規受付を休止した。その後、５月 25 日に「新型コロナウイルス感

染症緊急事態宣言」が解除されたことを受けて、段階的に業務を再開したも

のの、過去４年間の業務実績と照らし合わせて、すべての項目を同様に評価

することは困難である。そのため、見込み評価に当たっては４年間の業務実

績を基にし、特筆すべき成果や課題については５年目の実績も評価に反映す

ることとする。 

 

第三期中期目標期間中、東京都立産業技術研究センター（以下「都産技研」

という。）は、研究開発に力を注ぐことで基盤研究の成果を共同研究や外部

資金導入研究へと展開している。また、技術支援では技術相談、依頼試験、

機器利用いずれも中期計画の目標値を達成するとともに、３Ｄものづくりセ

クターをはじめとして、地域性などを考慮した特色のあるセクターを開設し、

中小企業が抱える多様な課題の解決に向けた支援を講じている。 

第三期中期目標のコンセプトでもある「東京の産業の発展と成長を支える

研究開発と国内外の市場ニーズを的確に捉えた製品開発を支える技術支援

の両輪」による支援を着実に推進することで、都産技研の技術力を向上させ

るとともに、その成果を中小企業の事業化・製品化につなげており評価でき

る。 

 

研究開発については、成長が期待される「環境・エネルギー」、「生活技術・

ヘルスケア」、「機能性材料」、「安全・安心」の４つの技術分野の研究を重点

的に進めてきた。こうした研究開発を支える体制強化として、各部門の戦略

的かつ自律的な事業運営を促進するため、研究テーマの設定や達成目標、運

営方法などの方針決定にかかる権限を理事長から各部長に委譲した。加えて、

都産技研の総合力を発揮するために、組織の垣根を越えたチーム編成による

「協創的研究開発」を実施しており高く評価できる。 



 

技術支援については、技術相談をはじめ、依頼試験、機器利用サービス等

を通じて、中小企業の新製品・新技術開発や新事業分野への展開を支える支

援を行っている。また、支援体制の拡充を図るため、第三期中期目標期間中

に「東京ロボット産業支援プラザ」の開設に加え、高付加価値製品の開発支

援を目的として、「３Ｄものづくりセクター」、「先端材料開発セクター」、「複

合素材開発セクター」を開設した。また、３年目となる平成 30 年度には中

小企業のデジタル対応力を強化するため、新たに「ＩｏＴ支援サイト」を開

設した。各施設において、中小企業との共同研究による製品化事例や特許の

出願件数の増加など、支援の成果が形として表れており評価できる。 

 

業務運営については、令和元年度に都産技研の経営管理に関する東京都の

包括外部監査が実施され、主に物品管理について指摘・意見を受けている。

利用者及び職員の安心・安全の確保やコンプライアンス遵守のために、必要

な規程やルールの整備などを早急に進めていくことが望まれる。 

 

（第四期の事業運営に向けて） 

第四期では第三期の成果をもとに、都産技研が強みとする確かな技術力を

活かし、より一層中小企業の製品開発につながる支援の展開が望まれる。ま

た、東京都が令和元年 12 月に策定した「未来の東京」戦略ビジョンなど、

都の施策にも目配りをしつつ、社会経済環境の変化を的確に捉え、中小企業

のニーズに基づき柔軟かつ大胆な施策を講じていくことを期待する。 

一方で、新型コロナウイルス感染症を契機として、都産技研においても非

対面による依頼試験やＷｅｂ会議による技術相談を開始しており、今後も前

例にとらわれずＩＣＴ技術を活用した支援の検討が望まれる。 

研究開発については基盤研究で得られた研究成果をもとに、中小企業や大

学等との共同研究を積極的に進めていくとともに、今後成長が期待される技

術分野をしっかりと見極め、事業化を見据えた研究開発の実施を期待したい。 

技術支援については、都産技研のＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ

ン）の流れを加速させ、中小企業の複雑かつ多様な技術相談に対してワンス

トップで対応することが必要である。また、オンリーワンの技術を武器とす

るブランド試験についても、現場の声やニーズを大切にし、中小企業の製品



開発に資する依頼試験の実施を期待する。 

情報発信の推進については、これまでもＹｏｕＴｕｂｅやＴｗｉｔｔｅｒ

などＳＮＳを活用した広報を展開し、研究開発の成果や保有する技術情報の

提供に努めている。今後も、都産技研の認知度を向上させるため、情報発信

の効果を検証し、適宜見直しを行うなど戦略的な広報活動の推進が望まれる。 

環境変化の速い時代だからこそ、都産技研が理念として掲げる「時代の先

を読み、技術の力で産業をリードする」ことが中小企業の成長・発展のため

には不可欠である。中小企業の事業化・製品化を通じて、東京都の産業の発

展を実現するためにも、中小企業のニーズに基づいた事業の運営に努め、産

業育成に直結する研究開発と事業化を見据えた技術支援を進めていくこと

を期待したい。 

 

（その他） 

評価単位、全体評価の方法については、第三期中期目標の評価をする上で特

段支障は見られなかったことから、改善の必要性は認められない。 

なお、評価単位等の設定については、第四期中期目標の内容を十分に踏まえ

ること。 


